
高
齢
者
虐
待
相
談
窓
口

　

家
族
だ
け
で
介
護
を
頑
張
り
す
ぎ
て

い
る
人
は
い
ま
せ
ん
か
？
高
齢
者
虐
待

の
原
因
の
ひ
と
つ
に
は
、「
介
護
疲
れ
」

が
あ
り
ま
す
。
介
護
サ
ー
ビ
ス
な
ど
を

利
用
す
れ
ば
、
介
護
者
の
負
担
を
減
ら

す
こ
と
が
で
き
ま
す
。
無
理
せ
ず
ご
相

談
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
虐
待
に
気
づ
い

た
人
は
、
問
い
合
わ
せ
先
に
連
絡
し
て

く
だ
さ
い
。通
報
の
秘
密
は
守
ら
れ
ま
す
。

問
鳥
取
中
央
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

 

０
８
５
７-

20-

３
４
５
６

鳥
取
こ
や
ま
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

 

０
８
５
７-

32-

２
７
２
７

鳥
取
西
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

 

０
８
５
７-

82-

６
５
７
１

鳥
取
南
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

 

０
８
５
８-

76-

２
３
５
１

家
族
介
護
用
品
購
入
費
の
助
成

対
介
護
保
険
で
要
介
護
４
ま
た
は
５

と
認
定
さ
れ
た
人
を
在
宅
介
護
し
て
い

る
家
族　

条
介
護
さ
れ
て
い
る
人
が

市
民
税
非
課
税
世
帯
に
属
し
、
か
つ
介

護
し
て
い
る
家
族
が
同
居
し
、
市
民
税

非
課
税
世
帯
で
あ
る
こ
と　

容
▽
対

象
品
目
：
紙
お
む
つ
、尿
取
り
パ
ッ
ト
、

使
い
捨
て
手
袋
、
清
拭
剤
、
ド
ラ
イ
シ

ャ
ン
プ
ー
、
防
水
シ
ー
ツ
、
消
臭
剤
▽

助
成
方
法
：
期
ご
と
に
対
象
者
の
確
認

を
行
い
、
そ
の
期
間
分
の
ク
ー
ポ
ン
券

を
交
付　

※
今
年
度
初
め
て
の
人
は
事

前
に
申
請
が
必
要　

第
２
期

８
月
１
日
〜
11
月
30
日

第
３
期

12
月
１
日
〜
３
月
31
日

額
１
期
あ
た
り
２
万
５
千
円

問
市
役
所
駅
南
庁
舎
高
齢
社
会
課

 

０
８
５
７-

20-

３
４
５
３

各
総
合
支
所
市
民
福
祉
課（

 

16
ペ
ー
ジ
）

難
聴
高
齢
者
向
け
電
話
機
購
入
費
助
成

対
所
得
税
非
課
税
世
帯
に
属
し
、
65

歳
以
上
で
、
鼓
膜
に
よ
る
電
話
の
聞
き

取
り
が
困
難
な
人　

容
対
象
品
：
骨

伝
導
式
電
話
機　

額
助
成
限
度
額
：

２
万
円

問
市
役
所
駅
南
庁
舎
高
齢
社
会
課

 

０
８
５
７-

20-

３
４
５
３

各
総
合
支
所
市
民
福
祉
課（

 
16
ペ
ー
ジ
）

福
祉
機
器
の
貸
し
出
し
終
了

　

福
祉
機
器
リ
サ
イ
ク
ル
事
業
に
よ
る

福
祉
機
器
の
貸
し
出
し
を
９
月
30
日
で

終
了
し
ま
す
。
な
お
今
後
の
日
程
は
次

の
と
お
り
で
す
。

①
10
月
１
日
時
点
で
利
用
し
て
い
る
人

　

へ
は
、
そ
の
機
器
を
お
譲
り
し
ま
す
。

②
平
成
24
年
３
月
31
日
ま
で
は
、
そ
の

　

機
器
の
回
収
な
ど
を
実
施
し
ま
す
。

問
市
役
所
駅
南
庁
舎
生
活
福
祉
課

 

０
８
５
７-

20-

３
４
７
５

各
総
合
支
所
市
民
福
祉
課（

 

16
ペ
ー
ジ
）

福
祉
車
両
購
入
・
改
造
費
助
成

対
下
肢
機
能
障
が
い
、
体
幹
機
能
障

が
い
、
脳
原
性
移
動
機
能
障
が
い
の
い

ず
れ
か
の
障
が
い
の
あ
る
人
で
、
等
級

が
１
級
ま
た
は
２
級
の
人
、
ま
た
は
そ

の
人
を
介
護
し
て
い
る
人　

※
所
得
制

限
あ
り　

時
７
月
１
日
か
ら　

額
購

入
・
改
造
と
も
対
象
経
費
の
３
分
の
２

以
内
で
限
度
額
10
万
円　

※
必
ず
購

入
・
改
造
前
に
申
請
す
る
こ
と
。

問
市
役
所
駅
南
庁
舎
生
活
福
祉
課

 

０
８
５
７-

20-

３
４
７
５

各
総
合
支
所
市
民
福
祉
課（

 

16
ペ
ー
ジ
）

地
域
づ
く
り
懇
談
会

　

市
長
が
地
域
の
課
題
や
地
域
づ
く
り

な
ど
に
つ
い
て
市
民
と
話
し
合
い
ま
す

（
隔
年
開
催
）。
市
民
と
行
政
が
共
に
助
け

合
っ
て
地
域
の
身
近
な
課
題
を
解
決
し
、

安
心
し
て
暮
ら
せ
る
地
域
社
会
を
築
く
た

め
に
も
多
く
の
参
加
を
お
願
い
し
ま
す
。

【
鳥
取
地
域
】

※
日
程
は
変
更
す
る
場
合
あ
り

時
19:

00
〜
20:

30  

所
各
地
区
公
民
館

地
区

開
催
予
定
日

醇　

風

７
月
２
日
（
金
）

若
葉
台

７
月
６
日
（
火
）

東　

郷

７
月
９
日
（
金
）

松　

保

７
月
13
日
（
火
）

大　

正

７
月
16
日
（
金
）

大　

和

７
月
21
日
（
水
）

豊　

実

７
月
23
日
（
金
）

明　

徳

７
月
27
日
（
火
）

富　

桑

７
月
29
日
（
木
）

千
代
水

８
月
３
日
（
火
）

賀　

露

８
月
６
日
（
金
）

城　

北

８
月
31
日
（
火
）

修　

立

９
月
１
日
（
水
）

湖
山
西

９
月
28
日
（
火
）

美
保
南

10
月
１
日
（
金
）

吉　

岡

10
月
5
日
（
火
）

【
新
市
域
】

　

10
月
上
旬
か
ら
12
月
上
旬
に
か
け
て

実
施
す
る
予
定
で
す
。
日
程
な
ど
は
総

合
支
所
だ
よ
り
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

※
福
部
・
佐
治
地
区
は
毎
年
開
催

問
市
役
所
本
庁
舎
協
働
推
進
課

 

０
８
５
７-

20-

３
１
８
１

平
成
22
年
10
月
１
日

「
国
勢
調
査
」
を
実
施
し
ま
す

　

10
月
１
日
を
基
準
日
に
、
日

本
に
住
む
す
べ
て
の
人
・
世
帯

を
対
象
に
「
国
勢
調
査
」
を
行
い
ま
す
。

　

国
勢
調
査
は
、
日
本
の
未
来
を
考
え

福　祉

情報ひろば Inform
ation

お知らせ
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る
た
め
に
欠
く
こ
と
の
で
き
な
い
最
新

の
人
口
・
世
帯
の
実
態
な
ど
を
明
ら
か

に
す
る
た
め
の
重
要
な
調
査
で
あ
り
、

調
査
結
果
は
、
生
活
福
祉
、
雇
用
対
策
、

生
活
環
境
の
整
備
な
ど
、
私
た
ち
の
暮

ら
し
の
た
め
に
役
立
て
ら
れ
ま
す
。

　
９
月
下
旬
か
ら
調
査
員
が
各
世
帯
を

訪
問
し
て
、
調
査
票
を
配
布
し
ま
す
の

で
、
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

問
国
勢
調
査
鳥
取
市
実
施
本
部
事
務

局
（
文
化
セ
ン
タ
ー
２
階
市
役
所
総
務

課
統
計
係
内
）

 

０
８
５
７-

36-

８
４
４
１

建
物
に
関
す
る
助
成
な
ど

【
耐
震
診
断
技
術
者
派
遣
】

容
木
造
住
宅
の
所
有
者
で
、
耐
震
診
断

を
希
望
す
る
人
へ
技
術
者
（
民
間
建
築

士
）
を
派
遣
。
費
用
は
市
負
担
。
※
助

成
対
象
要
件
な
ど
詳
し
く
は
問
い
合
わ

せ
先
ま
で 

対
昭
和
25
年
か
ら
昭
和
56
年

５
月
31
日
の
間
に
着
工
さ
れ
た
木
造
一

戸
建
て
住
宅
で
延
べ
面
積
が
二
百
平
方

㍍
以
下
の
も
の 

募
７
月
20
日
（
火
）
〜

８
月
12
日
（
木
）
応
募
書
類
は
問
い
合

わ
せ
先
で
配
布
（
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
）  

数
25
件 

※
先
着
順

【
耐
震
診
断
・
設
計
・
改
修
な
ど
の
助
成
】

容
住
宅
の
耐
震
診
断
・
補
強
設
計
お

よ
び
耐
震
改
修
費
用
の
一
部
を
助
成　

※
助
成
対
象
の
要
件
な
ど
、
詳
し
く
は

問
い
合
わ
せ
先
ま
で　

対
昭
和
56
年

５
月
31
日
以
前
に
着
工
さ
れ
た
一
戸
建

て
住
宅　

募
７
月
20
日
（
火
）
〜
随
時

数
▽
耐
震
診
断
：
５
件
▽
補
強
設
計
：

10
件
▽
耐
震
診
断
：
２
件 

※
先
着
順

【
ア
ス
ベ
ス
ト
対
策
支
援
】

容
吹
き
付
け
ア
ス
ベ
ス
ト
な
ど
の
除
去
、

含
有
調
査
な
ど
に
係
る
費
用
の
一
部
助
成

問
市
役
所
本
庁
舎
建
築
指
導
課

 

０
８
５
７-

20-

３
２
８
２

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売
下
見
会

時
７
月
８
日
（
木
）
10:

00
〜
15:

00 

所
市
役
所
駅
南
庁
舎
地
下
第
１
会
議
室 

容
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売
に
出
品
す
る
公

売
財
産
「
差
押
品
」
の
下
見
会　

※
申
し

込
み
不
要
。
実
物
を
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。

凡例
対＝対象　容＝内容　時＝日時　募＝募集期間・方法
所＝場所　員＝定員　数＝数量　額＝支給・助成額など
料＝料金　受＝受付　条＝条件　持＝持参するもの
問＝問い合わせ先

問
市
役
所
駅
南
庁
舎
滞
納
整
理
室

 

０
８
５
７-

20-

３
４
３
５

夏
の
交
通
安
全
県
民
運
動

７
月
14
日（
水
）〜
23
日（
金
）

事
故
ゼ
ロ
へ

　
　
心
を
つ
な
ご
う
　
手
を
つ
な
ご
う

【
運
動
の
重
点
】

●
高
齢
者
と
子
ど
も
の
交
通
事
故
防
止

●
飲
酒
運
転
の
根
絶

●
す
べ
て
の
座
席
の
シ
ー
ト
ベ
ル
ト
と

チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
の
正
し
い
着
用

の
徹
底

●
自
転
車
の
安
全
利
用
の
推
進

問
市
役
所
本
庁
舎
協
働
推
進
課

 

０
８
５
７-

20-

３
１
８
２

限度額適用（標準負担額減
額）認定証の更新手続き
　本市の国民健康保険に加入していて「限
度額適用（標準負担額減額）認定証」をお
持ちの人は、有効期限が 7月末までとなっています。
8月以降も必要な場合は、次のとおり更新の手続きを
お願いします。
　なお、申請時の審査（国民健康保険料の納付状況な
ど）により、認定証を交付できない場合がありますの
でご注意ください。
◆手続きの開始　7月 22日（木）～
◆手続きの場所　市役所駅南庁舎 21番窓口または
　　　　　　　　各総合支所市民福祉課
◆必要なもの　・鳥取市国民健康保険被保険者証
　　　　　　　・世帯主の認印
　　　　　　　・代理申請の場合、本人確認できるもの
※「限度額適用（標準負担額減額）認定証」とは、入院した
時に医療機関に提示すると、1つの医療機関での医療費の支
払いが自己負担限度額までになる証書です。限度額は所得区
分によって異なります（70歳以上の課税世帯の人は、申請
しなくても自己負担限度額までの支払いとなります）。
問い合わせ先　市役所駅南庁舎保険年金課給付係
　　　　　　　  0857-20-3482

　糖尿病、高血圧、高脂血症などの生活習慣病を予防
するため、40 歳～ 74 歳の国民健康保険加入者を対
象として、国保特定健診を実施しています。
　生活習慣病発症の前段階であるメタボリックシンド
ローム（内臓脂肪症候群）またはその予備群が疑われ
る人の割合は、男女とも 40歳以上で高くなり、男性
では 2人に 1人、女性では 5人に 1人といわれてい
ます。このメタボリックシンドロームの予防のため、
また、日頃の健康管理のため、年 1回は健診を受けて、
健康管理に努めましょう。
　対象者には 7月上旬までに受診券を郵送しますの
で、市内の医療機関などで受診しましょう。対象者は
4月 1日現在の国保加入者としていますので、4月 2
日以降に加入された人で、受診を希望される人は申し
出てください。
◆受診期間　7 月 1日～平成 23年 2月 28日まで
◆受診場所　市内の医療機関または健診機関
◆持参するもの　受診券、国民健康保険被保険者証
※国保特定健診と人間ドックは重複して受けることが
できません。
問い合わせ先
保健医療福祉連携課 総合健診係  0857-20-0320

国保特定健診を受診しましょう！

父子家庭のみなさまにも
児童扶養手当が支給されます。
　受け付け期間は 11月 30日（火）までです。支給要
件など、詳しくは下記へお問い合わせください。
問い合わせ先  市役所駅南庁舎児童家庭課 0857-20-3465
／各総合支所市民福祉課（ 16ページ）
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